
令和７年度 町単 中軽井沢エリアデザインガイドライン策定業務委託仕様書（案） 

 

１ 業務名称 

   令和７年度 町単 中軽井沢エリアデザインガイドライン策定業務委託 

 

２ 業務の目的 

  中軽井沢エリアは美しい自然と冷涼な気候に恵まれ、役場庁舎や病院等の都市機能、

住宅、駅前商店街が徒歩圏内に集積する地区であるが、空き店舗の増加や渋滞による環

境悪化等により徐々に賑わいを失っている。そこで、湯川河川の親水空間や駅前商店

街、都市施設の利活用・再整備を行い、それらを回遊性の高い歩行者空間で繋ぐことで

地域全体の魅力向上と暮らしと観光の調和を目指す官民連携によるまちづくりを行う。

本エリアを中心としたまちづくりに向けて、既に地域で行われている中軽井沢エリアデ

ザイン会議の成果を踏まえ、エリアプラットフォームの構築と「中軽井沢エリアデザイ

ンガイドライン」（未来ビジョン）の策定を行う。 

本業務の受託者は、取り組みの担い手となる民間事業者や次世代リーダーを育成し、

多様な関係者（行政・住民・関係団体等のステークホルダー）による実施体制のあり方

検討及び自立・自走に向けた体制の構築、並びにまちづくりの方向性整理や適切な技術

的助言・提案を行い、ビジョン策定に向けた支援を行うものとする。 

 

３ 履行期間 

  契約締結日の翌日から令和８年 12 月 25 日までとする。ただし、令和７年度業務は令

和８年３月 19 日までとし、出来高検査を受けるものとする。 

 

４ 業務内容 

  本業務は、国土交通省「官民連携まちなか再生推進事業」（令和７年度）に申請し、

採択されたことを受けて、エリアプラットフォームの構築と未来ビジョンの策定に向け

た支援を行うものとする。 

  ⑴ エリアプラットフォームの構築支援 

  ⑵ エリアプラットフォームの運営支援 

 ⑶ ワークショップ等の企画・開催 

 ⑷ 地域特性（まちの魅力や課題）の現状分析 

  ⑸ 公共空間を活用したイベント・実証実験の企画・開催 

  ⑹ 未来ビジョン策定支援 

  ⑺ 補助金関連資料の作成支援 

 

 



⑴ エリアプラットフォームの構築支援（別紙１参照） 

  エリアプラットフォームの構築に向けて、町や関係者との連絡調整、規約等の作成、

必要に応じ活動する人材・団体の集積を行う。併せて、公共空間を活用する官民連携の

機運を醸成し、行政主導から官民連携へ自立・自走のまちづくりの実現に資する組織と

なるよう、組織のあり方や組成方法を検討し、関係者と合意形成を図る。 

  構成者の候補としては以下を想定しており、受注後、町と協議のうえ、構成者の調整

を行う。 

  【主な構成員予定者】（コアメンバー） 

  ・商工会中軽井沢支部 

  ・中軽井沢商店サービス会 

  ・中軽井沢区会 

  ・地元企業 

  ・金融機関 

  ・公共交通事業者 

  ・軽井沢町 

  ・専門人材 

 

⑵ エリアプラットフォームの運営支援 

  ①会議等の運営支援 

  ・エリアプラットフォームの会議（６回程度を想定）において、会議資料の作成、参

加者との連絡調整、会議への参加・説明、議事要旨作成等を行う。なお、開催回数

の変更による委託費の見直しは行わない。 

  ・エリアプラットフォームの活動全体に対して、包括的かつ対外的に情報発信できる

よう、企画支援を行う。 

  ②謝礼金・費用弁償の支払い 

  ・現地コーディネーターとなる人材と連携して業務を行うものとし、その謝礼金及び 

費用弁償は受注者負担とする。 

  ※現地コーディネーターとは、ビジョン実現に向けて必要とされる知識（エリア内外 

の歴史的変遷への理解等）や経験（中軽井沢エリア内を対象としたまちづくり活動 

実績、ステークホルダーとの良好な関係性）を有し、関係者間の連絡調整等、業務 

の概要に示す業務を受注者とともに具体的に実施する地域の担い手を指す。現地コ 

ーディネーターについては、町と協議のうえ、選定する。 

※金額は「軽井沢町特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償に関する条例」 

第 2 条別表を参考とする。 

  ・アドバイザー等の知見が必要となる場合には、随時、意見聴取や会議への参画手配 

を行うものとし、その謝礼金及び費用弁償は受注者負担とする。 



⑶ ワークショップ等の企画・開催 

  官民連携の機運醸成を図るため、本エリアの住民を対象としたワークショップや勉 

強会等の開催（５回程度を想定）。 

※ワークショップ開催回数の中に、まちづくりに意欲のあるプレーヤーを発掘・育成す 

るための企画等を含めるものとする。 

 

⑷ 地域特性（まちの魅力や課題）の現状分析 

  ワークショップ、イベント、実証実験（２か所を想定）、各種データ、現況調査、アン

ケート（50 名程度を想定、WEB 又は紙どちらでも可）等の必要な調査を通して、現状

のエリアの魅力や課題を抽出・分析する。 

 

⑸ 公共空間等を活用したイベント・実証実験の企画・開催 

  中軽井沢駅前商業エリア、湯川河川エリアの公有ストックを活用し、歩きたくなるま

ちなかの構築や商業活性化のためのイベント・実証実験について、企画開催案の検討、

参加者（地元店舗等を想定）のとりまとめ・連絡調整、エリアプラットフォームの開

催、広報・広告物の制作、参加者アンケートの企画・実施、開催当日の運営・実験効果

の記録、結果の検証・総括等を行う。例年７月に開催している祇園祭等、地元イベント

との連携も可とする。 

 

⑹ 未来ビジョン策定支援 

  ①中軽井沢駅周辺の回遊性向上に向けた構想検討 

   中軽井沢駅から湯川までの回遊性向上に向けた検討を行う。検討では、湯川の活用

や新庁舎との接続性も見据えるものとする。 

  ②湯川の利活用に向けた構想検討 

   湯川の利活用に向けた検討を行う。地域住民の日常的な利用を想定した親水空間や

移動手段の整備を通じて、地域全体の賑わいの創出を図るものとする。また「かわ

まちづくり支援制度」の活用を想定していることから、本業務で策定する未来ビジ

ョンの内容を踏襲し、申請書の作成支援も行うものとする。 

  ③中軽井沢エリアデザイン会議の成果として町に提出された「中軽井沢地区まちづく

りに関する要望書」の内容を踏まえるものとする。（別紙２参照） 

  ④魅力的で分かりやすいビジュアルによる未来ビジョンを作成する。 

 

⑺ 補助金関連資料の作成支援 

  「官民連携都市再生推進事業制度要綱」及び「官民連携都市再生推進事業費補助金交 

付金付要綱」並びに国・県からの照会内容等に基づき、国土交通省に提出する補助金 

の一部関係資料について作成支援を行う。 



５ 業務の対象区域 

軽井沢町 中軽井沢エリア 

※官民連携まちなか再生推進事業の対象エリアは別紙３参照 

 

６ 業務責任者等 

 ⑴ 受注者は、本業務の円滑な進捗を図るため、必要な専門的知識と十分な経験を有

し、同種又は類似する業務実績のある技術者を配置しなければならない。 

 ⑵ プロポーザルの企画提案書に示した管理技術者及び担当技術者を配置する。ただ

し、事情により配置できなくなった場合は、同等の技術・経験を有する技術者を選定

し、発注者の承認を受けなければならない。 

  

７ 発注者との打合せ 

  受注者は業務を適正かつ円滑に実施するため、必要に応じて発注者と打合せを行い、 

業務進捗状況の報告、業務方針及び疑義事項の確認等を行う。その内容については受注 

者がその都度議事録を作成したうえ、速やかに町に提出する。 

 

８ 関係機関等との打合わせ 

  本業務の遂行上必要と考えられる場合、受注者は発注者の了解を得たうえで、関係機 

関等と打合せ等を行う。その内容については受注者がその都度報告書を作成のうえ、速 

やかに町に提出する。 

 

９ 成果品 

⑴ 業務が完了したときは、所定の業務完了届及び成果品の提出し、町の検査を受け 

るものとする。検査において、町から訂正等を指示された場合には、直ちにこれを訂 

正する。 

⑵ 業務完了後において、受注者の責に帰すべき事由による業務の瑕疵が発見された場 

合は、速やかに必要な措置を講じるものとし、これに要する経費は受注者が負担する 

ものとする。 

 ⑶ 成果品 

・業務報告書                        ２部                   

・エリアプラットフォーム運用マニュアル（組織概要図含む）  ２部 

・未来ビジョン                       ２部 

・未来ビジョン概要版                    ２部 

・上記成果の電子データ                   一式 

  ※電子データの記録形式は、PDF 形式と Word、Excel、PowerPoint 形式のいずれ 

か２種類とする。その他の記録形式によるデータを提出する場合は、町と協議す



るものとする。 

⑷ 納品場所 

  軽井沢町役場 （総合政策課まちづくり推進室） 

 

10 権利関係 

⑴ 本業務の成果品の著作権等はすべて発注者に帰属するものとし、発注者の承認を受 

けずに、他に公表、貸与又は使用等をしてはならない。 

⑵ 本業務の履行にあたって、第三者の著作権、特許権、その他権利を使用する場合 

は、受注者がその使用に関する一切の責任、費用負担を負うものとする。 

  

11 特記事項 

⑴ 公募型プロポーザルにおける提案事項については、発注者と受注者との協議によ 

り実施方法等を確定する。 

 ⑵ 本業務に関し、町は所有するデータを必要に応じて可能な限り提供するものとす 

る。 

 ⑶ 本業務の実施にあたっては、本仕様書及び関係法令、規則等を遵守し、個人情報を 

取り扱う場合には、個人情報の保護に関する法律に基づいて適切に取り扱うものとす 

る。また、受注者は本業務の実施過程で知り得た情報について、発注者の許可なく第 

三者に譲渡してはならない。契約終了後も同様とする。 

 

12 その他 

 本仕様書の内容等について疑義のある場合、又は定めのない事項については、双方協 

議のうえ決定するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 コアメンバー 

エリアプラットフォームイメージ 

学 

大学、専門人材

材 

 

民 

地域団体、区民、地元企業・地元店舗 
金融機関、交通機関 

公 

軽井沢町 

  〇プレーヤー           〇アドバイザー 

主体的に取り組みを実践する役割   専門的な知見を有し助言する役割 

    

助言 連携 

別紙１ 



















官民連携まちなか再生推進事業の対象エリア 

 

 

 

別紙３ 
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